
予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　　就労準備支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　地域福祉課　社会援護係　電話番号：058-272-1111（内2648）

　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   8,422千円（前年度予算額： 8,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,000
	5,333
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,667

	要求額
	8,422
	5,433
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,989

	決定額
	8,422
	5,433
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,989


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　県では、生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者への自立支援を実施しているが、生活困窮者の中には生活リズムが崩れている、社会との関わりに不安を抱えている、就労意欲が低下している等、既存の就労支援を行うに至らないケースが少なくないという実情がある。

　　　本事業はこのような者を対象として、一般就労に従事する準備としての基礎能力の形成を、計画的かつ一貫して支援する事業である。

　　　また、平成30年10月の法改正により、就労準備支援事業の実施の努力義務が創設された。
（２）事業内容

　　　【就労準備支援事業】（継続）
　　ア．就労準備支援プログラムの作成　（就労準備支援員の配置し、協力事業者の開拓や支援対象者の課題の把握と支援方法の決定などを実施）

　　イ．日常生活自立に関する支援　（電話もしくは自宅訪問等による起床等の促し、身だしなみに関する助言などにより、適切な生活習慣の形成を促す）
　　ウ．社会生活自立に関する支援　（基本的なコミュニケーション能力の形成、ボランティア活動への参加等を通じて社会的能力の形成を促す）

　　エ．就労自立に関する支援　（就労体験の提供。模擬面接、ビジネスマナー講習などによる一般就労に向けた技法・知識の修得）

　　オ．就職活動支援　（職場定着に必要な支援を実施）
　　　【就労準備支援事業交通費支援事業】（新規）

　　ア．岐阜県生活困窮者学習支援拠点等利用支援事業費補助金
就労準備支援事業を実施する市が、事業に参加する生活困窮者に交通費を
支給する場合に、その費用を県が補助する。

　　イ．就労準備支援事業交通費支援事業費
県が生活困窮者自立支援法に基づき生活困窮者の自立相談支援事業を実
施する郡部において、生活困窮者が就労準備支援事業に参加する場合に、
必要な交通費を支給する。

（３）県負担・補助率の考え方
　　　【就労準備支援事業】
　　　○福祉事務所未設置の町村区域における実施主体は県。（法第4条②二）
　　　○負担区分
　　　　（就労準備支援事業）国庫補助率２／３（法第15条②一）
　　　【就労準備支援事業交通費支援事業】
○市が実施する事業への県補助率：２／３
生活困窮者への交通費の直接支給に要する経費については国庫補助の
対象外となっている。

また、平成30年度予算においては、市部への補助率が２／３となって

おり、平成31年度予算においても同じ補助率を維持する。
（４）類似事業の有無
　　　○県内では7市が就労準備支援事業を実施中。
　　　○全国では、47都道府県中36都府県で実施中（平成29年度現在）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	8,280
	就労準備支援事業委託費
就労準備支援事業交通費支援事業委託費

	補助金
	142
	各市への交通費補助金

	合計
	8,422
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　就労準備支援事業は、生活困窮者自立支援法第7条第1項第1号に実施の努力義務が規定されている。
（２）国・他県の状況

　　○全国では、47都道府県中36都府県で実施中。
　　　なお、平成30年10月の法改正により、本事業の実施が努力義務化された。
（３）後年度の財政負担
　　自立相談支援事業に附随し、終期を定めず実施する必要がある。
（４）事業主体及びその妥当性
　　事業主体は自立支援相談事業を委託する岐阜県社会福祉協議会に委託する。

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　生活困窮者自立支援制度の任意事業である就労準備支援事業について、県内郡部を対象に実施する。
　就労体験を受け入れてもらえる支援事業者を県内全域で開拓する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	就労準備支援が必要な生活困窮者は引きこもりや長期間就労することができない人などであり、実際のニーズが潜在化して把握が困難なため。

	（前年度の取組）

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　住民や民生委員等の情報提供、親族等からの相談により、ニーズの把握を行うとともに、支援に繋ぐことができた対象者について、必要な支援を実施している。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　住民や民生委員等の情報提供、親族等からの相談により、平成30年9月現在、6人を本事業につなぐことができた。

　上記の6人について、外出等により基本的な社会性の形成を促し、自立に向けた支援を継続している。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	生活困窮者への就労準備支援事業は任意事業であるものの、平成29年度の実施状況は全国の393自治体(44%)で実施されており、その数は生活困窮者自立支援法が施行された平成27年度1.6倍に急増している。また、保健所を設置していない町村については、県が事業を行うことが同法に規定されている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

　 ○

	他県の実施状況等を参照して事業計画を策定し、また実際に生活困窮者の支援を行っている事業者と連携し、より効率的に支援を実施する。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　引きこもり等の行政が把握しにくい就労支援対象者の掘り起しが必要になる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　新規事業として、県民に周知し、ニーズを掘り起こして支援を必要としている生活困窮者を支援する。



県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	岐阜県生活困窮者学習支援拠点等利用支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	生活困窮者就労準備支援事業を行う市

	補助事業の概要
	（目的）就労体験の場の提供を通じた、生活困窮者の自立に向けた支援を補助する。
（内容）就労体験を行う事業所への旅費を支援

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（補助率２／３　　　）

	補助効果
	就労体験を行う事業所への交通費という障壁を取り除き、県内の就労準備支援事業の活性化につながる。

	終期の設定
	終期３３年度

（理由）
平成33年度中に就労準備支援事業の完全実施に向けた準備を行うよう、国からの指導があるため。

その後については、その達成状況、必要性を踏まえ、判断する。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

就労準備支援事業への支援を通じ、就労準備支援事業を実施する市を増やし、平成34年度開始時には全自治体が実施済みである状態にする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H28年度末)
	目標

(H30年度末)
	目標

(終期)

	①就労準備支援事業を実施する市数
	6
	8
	21

	②
	
	
	


	
	H26年度
	H27年度
	H29年度
	H30年度
	H31年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	０千円
	(予算額)

120千円
	(要求額)

142千円

	指標①目標
	
	
	
	８
	12

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)

８
	(推計値)

12

	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
１００％
	(推計値)
１００％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
本補助金をより有効利用する市の開拓が必要。また、各市への周知・啓発をより実施していく。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	就労準備支援事業に参加する者は、生活困窮者が多いため、その費用を市へ補助することは、当事業の活性化につながる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
△
	利用実績がない。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
○
	特段の煩雑な点はないものと認識している。


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）





